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研究成果の概要（和文）：(200字以内平易な言葉で) 

 

児童生徒用自記式質問票（「気分の調節不全傾向」）と教師用チェックリスト（「教師のための

児童生徒のうつ状態のチェックポイント」）を用いて、学校現場で児童思春期のうつ状態を簡便

に判定するための新しいプログラムを開発した。２つの方法間の一致は低く（kappa= .095）、

うつ状態に対する感度はともに高くなかったが、「尐なくともどちらか一方が陽性」という判定

基準を採用すると感度が尐し上昇した(.529)。現場への応用が期待できる。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 

With brief self-administered questionnaires for schoolchildren (Brief Mood Control 
Index for Children) and short checklists for school teachers (Brief Checklist of 
Depressive Symptoms among Children for Teachers), a new screening program was carried 
out to find out depressive children and adolescents in school. The agreement between 
the two measures was quite low (kappa= .095) and sensitivity of both measures to screen 
depression in the subjects were not high. However, after adopting a new criteria of 
‘being positive in at least one of the two’, the total sensitivity increases 
slightly (.529). Now this program is available at school. 
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１．研究開始当初の背景 
 
 自殺といった悲惨な帰結をもたらす可能
性のある うつ病・うつ状態は、児童期・思

春期において最も緊急に対策の必要なメン
タルヘルス問題である。一つの自殺例の背後
に数百・数千のうつ状態・うつ病例が存在す
ることを考えれば、長期的視野に立ち、学校
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現場で継続して実施できる日常的なうつ状
態対策が必要と思われる。広範囲に学校現場
に存在すると思われる潜在的なうつ状態リ
スクグループを、教員が多忙な学校業務の中
で日常的・継続的にスクリーニングしていく
ためには、いつでもどこでも誰にでも使用の
できる、簡便なチェックプログラムが必要で
ある。 
 さらに、簡便さ故の見落としを最小限にす
るためには、児童生徒自身に記入させる自記
式質問票（自覚症状）と、現場の教員らが児
童生徒に対して観察を行なうチェックリス
ト（他覚症状）の二方向からのスクリーニン
グを同時に実施する、相補的なチェックが有
効と考えられる。 
 うつ状態の自覚症状についての自記式質
問項目としては、隔年ごとに日本学校保健会
により実施されている全国調査「児童生徒の
健康状態サーベイランス」で使用されている
「気分の調節不全傾向」8 項目がもっとも簡
便であり、他覚症状のチェックリストとして
は厚生労働省「自殺の実態に基づく予防対策
の推進に関する研究」班による「教師のため
の児童生徒のうつ状態のチェックポイント」
10項目がもっとも簡便である。それぞれ記入
時間は数分程度であり、日常的・継続的に学
校現場で使用することが可能である 
 
２．研究の目的 
 
 児童生徒のうつ状態の有無について、養護
教諭らが業務の中で日常的かつ継続的にス
クリーニングすることのできる簡便なプロ
グラムを学校現場に提示することである。具
体的には、うつ状態について児童生徒自身が
記入する簡便な自記式質問票と養護教諭が
観察により記入する簡便なチェックリスト
を組み合わせたチェックプログラムの有効
性を検証し、それを学校現場に配布、公開し
て実用に供することである。 
 
３．研究の方法 
 
（１）予備調査 

まず、生徒用質問票となるサーベイランス
委員会版「気分の調節不全」尺度の妥当性の
検証のための予備調査を実施した。 

①測定手段：予備調査用調査票は、「児童生
徒の健康状態サーベイランス」項目の中の
「気分の調節不全傾向」尺度に属する８項目
と、臨床診断的意義の強い、テキサス大学方
式の自記式うつ状態判定用尺度DSD（the DSM
 Scale for Depression）27項目から構成さ
れた。自記式無記名調査である。  

DSDは、1993年にテキサス大学の Roberts
らによって開発された自記式質問紙で、米国

精神医学協会の診断基準であるDSMに基づく
構造的面接診断プログラム DISC（Costello,
 et al,1984）から再構成された 31項目（原
版；日本語版は27項目）より成る。これらの
項目は９つの下位カテゴリーから構成され
ている。下位カテゴリーは、「抑うつ気分（ゆ
ううつ気分）」５項目、「興味あるいは喜び
の喪失」２項目、「食欲・体重の変化」３項
目、「睡眠の変化」２項目、「精神運動性の
焦燥あるいは抑制」２項目、 「疲労感」３
項目、 「自責感」４項目、 「集中困難」３
項目、 および「自殺念慮」３項目である。
過去２週間の間に上記の症状について、１
「まれに」あるいは「ない」、２「ときどき」、
３「よく」あるいは４「ほとんどいつも」あ
ったかどうかが質問される。この結果をもと
にDSMの判定アルゴリズムに従って「大うつ
病エピソード」と同定する（本報告書ではこ
の判定を「うつ状態の疑い」と仮定した）。
所要時間は約１０分である。土井、竹内らに
より日本語に訳されている（土井ほか. 思春
期の抑うつに関する疫学的研究- 手法の確
立と国際比較-. 平成９年度厚生科学研究報
告書,1998）。 

「気分の調節不全傾向」尺度は、DSDを簡
便にし、全国的なサーベイランスなどで短時
間に実施できることを可能にした尺度であ
り（日本学校保健会、2004）、十分な信頼性
と妥当性が確認されている（平成17-18年度
科学研究補助金・基盤（C） 課題番号 175
90554、研究課題名「児童生徒の感情のコン
トロールに及ぼすライフスタイルの影響に
ついて」研究代表者 竹内一夫）。 

②対象者:さいたま市内の１公立中学校生徒、
男女約500名を調査対象とした。 

③手順：性・年齢など疫学的情報に関する質
問の書かれたフェースシートに「気分の調節
不全」８項目、DSD 27項目を併せた自記式
質問票を、十分な説明と自発的協力の依頼を
行った上で、上記の対象者に教室において生
徒に配布し、記入を待って回収した。 

④分析：集計および分析は統計処理用ソフト
ウェアSPSSを用いて行った。妥当性の検証は
DSDの判定結果（うつ状態の疑いあり、なし）
と「気分の調節不全傾向」の判定結果との関
連をFisherの正確法を用いて検定し、併存的
妥当性を検証した。また、個々の項目につい
て児童思春期精神科医、疫学者、公衆衛生医
といった専門家からレビューを受け、内容的
妥当性について検討した。 
 
（２）本調査 
本調査においては、生徒用の「気分の調節

不全傾向」尺度と教師用の「教師のための児
童生徒のうつ状態のチェックポイント」の判
定結果の一致度の検証と、DSDによるうつ状



態判定結果に対するスクリーニング上の相
補的使用方法の探索を中心に分析を実施し
た。  
①測定手段：生徒用自記式調査票は「気分の
調節不全傾向」尺度８項目とテキサス大学方
式の自記式うつ状態判定用尺度 DSD 27項目
を中心に構成された。また、教員（養護教諭）
への質問票は、「教師のための児童生徒のう
つ状態のチェックポイント」10項目（厚生労
働科学研究費補助金 こころの健康科学研
究事業 自殺の実態に基づく予防対策の推
進に関する研究 平成 17年度 総括分担研
究報告書）を中心に構成された。 
②対象者:埼玉県内の 3-4か所の公立中学校
生徒、男女約 500名を調査対象とする。 
③手順：上記生徒用質問票を、十分な説明と
自発的協力の依頼を行った上で、対象校生徒
に教室において配布し、記入を待って回収し
た。また、「教師のための児童生徒のうつ状
態のチェックポイント」10項目については上
記調査時点直前に、養護教諭にそれぞれの生
徒について記入を依頼し、事前に回収した。
両者のデータ連結は ID番号のみにより行わ
れ、連結後の IDは破棄された。したがって
生徒個人に関する情報は一切校外に出ない。 
④分析：生徒用と教師用の判定どうしの一致
についてはカッパ統計量を用いて検討した。
また、DSD判定（うつ状態の疑いあり）に対
する、生徒用・教師用それぞれのスクリーニ
ング精度を、感度、特異度を求めて検討した。 
 
４．研究成果 
 
（１）予備調査の結果 
 予備調査のデータを用いて、質問紙の尺度
の妥当性の検証を行った。さいたま市内の１
公立中学校生徒、男女 496名において、気分
の調節不全傾向陽性者は男子 5.6%、女子 5.3%
であり、DSD 陽性者は男子 5.6%、女子 7.3%
であった。両尺度の判定結果のクロス表より、
Fisher の直接法によって関連の有無を検定
したところ、男子は有意確率 p=.005、女子
では p=.059 であった。女子では必ずしも有
意な結果ではなかったが、両者の間に一定の
関連のあることが示唆された（併存的妥当
性）。 
 生徒用および教師用の各項目の内容的妥
当性については、各分野の専門家（児童思春
期専門の精神科医師、社会調査法専門の疫学
者、現場教員など）によるワーディングの検
証が行われ、内容的妥当性について一定の評
価が得られた。ただし、質問文の文章や項目
数等について、いくつかの指摘があったため、
これらの知見に基づき本調査に向け若干の
改訂が実施された。 
 
（２）本調査の結果；生徒用と教師用の一

致・不一致 
 埼玉県内の３つの公立中学校生徒 1、2 年
生男女 163名のデータを収集したが、新型イ
ンフルエンザの流行などの事情により必ず
しも十分な標本数が得られなかったため、さ
らに１県立高校 2 年生 180 名と１公立中学 2
年生 73 名のデータを追加収集した。合わせ
て男女 416名の内、生徒用と教師用双方がそ
ろっている 262 名を以下の分析対象とした
（表１）。 
 
 

表１．分析対象者の特性 

      性別 

      男子 女子 合計 

学

年 

中

１ 

度数 31 29 60 

% 
51.70% 48.30% 100.00% 

中

２ 

度数 90 76 166 

% 54.20% 45.80% 100.00% 

高

２ 

度数 12 24 36 

% 33.30% 66.70% 100.00% 

合

計 

度数 133 129 262 

% 50.80% 49.20% 100.00% 

 
 当初の目標の標本数には達しなかったた
め、本来は男女・学年別に分析するべきであ
るが、今回は層別化せず全体としてデータ処
理を行った。 
 まず、個別の項目ごとに生徒用と教師用の
回答のクロス集計を行ったところ、一致度は
全般的に低く、特に生徒自身の回答に比べて
教師側では症状の程度を低い側に回答する
傾向が見られた。 
 そこで、教師用の各項目の陽性判定の基準
を１レベル下げて以下の分析を行うことと
した。すなわち、回答選択肢の、１「まれに」
あるいは「ない」、２「ときどき」、３「よく」
あるいは４「ほとんどいつも」の内、３と４
の間をカットオフとする、元来の定義に沿っ
たやり方ではなく、２と３の間をカットオフ
とすることにより、個々の項目の陽性率を上
げて、その後の判定を行うこととした。 
 この処理後、生徒用と教師用の間で、全体
および各下位カテゴリーの判定どうしをク
ロス集計し、その一致度（Kappa）を求めた
（図１）。 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 生徒用と教師用の全体の判定結果は一致
度が非常に低かった（kappa= .095）。生徒
用では全体で 262 名中 29 名が陽性となった
が、教師用ではカットオフ値を下げても陽性
者は 11 名であり、双方一致して陽性となっ
たものはわずか 3名であった。また、下位カ
テゴリーごとに見ると、「抑うつ気分」の一
致は中等度（kappa= .372）であり、「精神
運動性興奮（落ち着かない、など）」も比較
的一致が見られた（kappa=.228)が、食欲や
睡眠といった身体的症状や「集中困難」では
一致が極めて低かった。 
 
（３）本調査の結果；うつ状態判定に対する
生徒用・教師用尺度のそれぞれの精度 
 先行研究より、自記式質問票ながら診断的
アルゴリズムによる判定方法を用いている
DSD は、より臨床的診断に近いとされる構造
的面接 SCID との関連が深いことが示されて
いる（思春期・青年期における抑欝／自殺の
リスク要因と予防に関する国際疫学研究（課
題番号 09670377）平成９年度～平成 10 年
度文部省科学研究費補助金基盤研究（Ｃ）
（２）研究代表者 竹内一夫）。学校内にお
いて対象者全員に診断的面接あるいは構造
的面接を行うことは難しいため、今回、DSD
の判定結果を、生徒のうつ状態の推定結果と
した。全分析対象者 262名中 17名（6.5%）
が、うつ状態と判定された。 
 そこで、このうつ状態判定に対する、生徒
用および教師用尺度のスクリーニングの精
度について検討した。それぞれ、うつ状態判
定に対する感度（真のうつ状態に対して陽性
を示す率）および特異度（真の非うつ状態に
対して陰性を示す率）を求めたところ、生徒
用尺度では感度 .471、特異度 .910であり、
教師用尺度では感度 .059、特異度 .959と、
感度が非常に低かった。また、下位カテゴリ

ー判定についても同様に検討したところ、や
はり全般的に、教師用尺度は生徒用尺度より
感度が低かった（図２、図３）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）精度改善に向けた分析の結果 
 多忙な学校現場で、自殺にもつながりかね
ないうつ状態の生徒を早期発見することが
目的であることを考えると、感度が低いこと
（真のうつ状態にある生徒を見逃してしま
うこと）は大変危険である。感度を上げるた
めのプログラムの再編が必要と考えられた。
本稿（２）で述べたように、全体および各下
位カテゴリーにおける生徒用と教師用の判
定どうしは不一致が多く、また陽性者も重な
りが尐ないため、当初考えたように両者から
項目を選びだして尺度を再構成するより、両
者をそのまま全て使用し、最終的な判定基準
を「どちらか一方が陽性であること」とする
ことを検討した。疑わしい者を可能な限り陽
性群に組み入れるための判断である。この基
準で感度と特異度を再計算したところ、感
度.529、特異度.886となった。生徒用のみで
判定した時と比べ、若干の感度の上昇が得ら
れ、それに伴う特異度の下降は僅かであった。
下位カテゴリーにおいても同様の所見が見
られた（図４）。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
そこで、現行の生徒用・教師用の尺度をそ

のまま使用し、今回改められた判定基準を添
えて、今後学校現場へ提供していくこととし
た。 
 
（５）まとめ；実地応用の試みと今後の展望 
うつ状態のチェックに関する簡便なプロ

グラムを一般の中学生・高校生に用いた。生
徒用と教師用の回答間で不一致が見られた。
類似の項目や判定結果におけるクロス表で
見る限り、教師が陰性で生徒が陽性の、いわ
ゆる「（教師の）見落とし」の方がその逆の
「（教師の）過大見積もり」より大きいこと
がわかった。教師側の陽性判定のレベルを引
き上げても、なおこの傾向は保たれた。 
この知見は、しかし、①必ずしも完全に同

じ聞き方で両者に症状を尋ねているわけで
はない、②そもそも主観的な症状が中心のた
め、他者からの観察では判定すること自体難
しい項目がある（集中困難など）、③日中の
学校における観察だけからではわからない
項目も多い（睡眠や食欲）、などといった理
由から、「教師（養護教諭）が生徒の症状を
見落としていることが多い」ということを意
味しているとは言えない。 
今回、真のうつ状態と仮定した DSD判定も、

元来生徒自身の記入によるものであること
を考えれば、生徒用に比較しての教師用尺度
の全般的な感度の低さは理解できることで
ある。むしろ、生徒用と重なっていないとこ
ろで陽性を認めた部分は、教師が客観的な観
察から生徒のうつ状態の兆候を見出してい
る可能性もある。したがって、双方の陽性部
分について等しく注意が必要であり、今回、
最終的に得られた判定基準のように、生徒本
人の訴えと教師の観察からなる陽性所見を、
最大限にうつ状態のスクリーニングに利用
することが望まれる。両者を相補的な形で活
用していくことが重要であろう。 
 すでに調査協力校の一部で、このチェック

プログラムを用い、早期発見とその後の保健
指導が試験的に開始されている。また、現場
のパソコンでその場で判定結果が出せるよ
うに、エクセルによる判定プログラムを作成
し、協力校へ配布を開始した。 
 今後は、引き続き標本数を増やすためのデ
ータ蓄積を進めることが、今回の知見の確認
の上で重要である。また同時に、次の段階と
して、早期発見後の保健指導についてもモデ
ルプランを作成し、実施後のアセスメントを
行って、よりよい早期介入の選定に向けた努
力が必要となるだろう。 
多忙な日常業務の中で、教師（特に養護教

諭）が生徒自身と協力して、生徒のうつ状態
の日常的・継続的な把握とフォローアップを
行っていくためには、簡便な方法による早期
発見と早期介入を合わせた、包括的なプログ
ラムの整備が必要であり、その提供を最終目
標としたい。     
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